
 

令和 5 年 4 ⽉ 28 ⽇ 
⾃由⺠主党政務調査会 

社会保障制度調査会 
会⻑  ⽥村 憲久  殿 

公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会 会 ⻑  東 憲太郎 
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会 会 ⻑  平⽯  朗 

公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会 会 ⻑  河﨑 茂⼦ 
⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会 会 ⻑  橋本 康⼦ 

公益社団法⼈⽇本介護福祉⼠会 会 ⻑  及川ゆりこ 
⼀般社団法⼈⽇本介護⽀援専⾨員協会 会 ⻑  柴⼝ ⾥則 

⼀般社団法⼈⽇本福祉⽤具供給協会 理事⻑  ⼩野⽊孝⼆ 
⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟 理事⻑  ⻫藤 正⾏ 

⾼齢者住まい事業者団体連合会 代表幹事 市原 俊男 
⼀般社団法⼈全国介護事業者協議会 理事⻑  座⼩⽥孝安 

⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会 会 ⻑  森  信介 
（公 印 省 略） 

    
物価・賃⾦⾼騰対策に関する要望書 

 
 ⽇頃より介護事業所等への⽀援について対策を講じていただいておりますことに、深く感謝
申し上げます。 

さて、今般の春闘では、岸⽥総理より「インフレ率を超える賃上げの実現をお願いしたい」
との発⾔を受け、⼀般企業においては 30 年ぶりの⾼⽔準の賃上げが報じられております。 

しかしながら、介護事業所の現場では、⽇常の業務に加えて、新型コロナ感染者の対応や感
染症対策に追われるとともに、物価⾼騰の影響から、過去にないほどの厳しい経営状況に追い
込まれています。⼀般企業と違って、国で定める公定価格（介護報酬）により経営するため、
その改定を待たなければ、賃⾦が上げられない状況です。先般、国において処遇改善等の対策
を講じていただきましたが、それでもなお、全産業平均との格差がわずかしか縮まっていない
のが現状です。（介護分野の職員 29.3 万円/⽉、全産業で 36.1 万円/⽉：令和４年賃⾦構造基本
統計調査）。 
 今般、介護関係団体で緊急に実施した調査では、令和４年度の電気・ガス代等が前々年度⽐
約 120〜180％と上昇していることが明らかになりました。物価⾼騰については臨時交付⾦の
積み増しが⾏われており、団体としても各⾃治体に働きかけを⾏ってまいりますが、賃⾦引き
上げまで⾏う余裕はありません。前述の調査では、令和５年度の賃上げ率が 1.42％（ベースア
ップ分 0.54％）と、春闘の賃上げ率 3.69％を⼤きく下回っていることもわかりました。その結
果、令和４年度の離職者は前年より増加（約 105.2％）し、異業種への離職も前年度⽐約 30％
の増加と介護業界からの⼈材の流出を招いている状況です。 
 介護事業所の就業者数約 460 万⼈（総務省労働⼒調査）は、我が国の就業者数の約 7％に相
当致します。その就業者の賃⾦を他業種並みに上げること、さらに国⺠⽣活において⽋かすこ
とができないサービスを提供する介護事業所が、利⽤者等に安⼼・安全で質の⾼いサービスを
持続的に提供できるよう、以下を緊急に要望します。 
 
介護事業所において⼀般企業と同程度以上の賃⾦引き上げができるよう、令和５年度にお
ける緊急的な措置や令和６年度の介護報酬改定における対応を実施すること 



介護現場における物価⾼騰および賃上げの状況

令和５年４⽉

公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会
公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会
⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会
公益社団法⼈⽇本介護福祉⼠会
⼀般社団法⼈⽇本介護⽀援専⾨員協会
⼀般社団法⼈⽇本福祉⽤具供給協会
⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟
⾼齢者住まい事業者団体連合会
⼀般社団法⼈全国介護事業者協議会
⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会

【要望１１団体】
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我が国の労働⼒（就業者数）

医療業
7%

他産業
86% 介護事業（社会福祉）等

医療業
他産業

介護事業等
約 7％

産業 就業者数 割合
全産業 ６,６６７万⼈ −
医療・福祉 ９００万⼈ 13.5％

介護事業（社会福祉）等 ４６０万⼈ 6.9％

総務省「労働⼒調査（基本集計）」（２０２３年２⽉）
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【要望１１団体による調査実施】

賃上げ及び物価⾼騰状況調査･･･ 全国⽼⼈保健施設協会
全国⽼⼈福祉施設協議会
⽇本認知症グループホーム協会
⽇本慢性期医療協会（介護医療院）

⽔道光熱費等の状況調査･･･････ 全国介護事業者連盟

物価⾼騰に関する会員調査･･････
賃⾦の引上げに関する会員調査･･

⾼齢者住まい事業者団体連合会
〔全国有料⽼⼈ホーム協会〕

物価・光熱⽔費等の⾼騰による
介護施設･事業所への影響調査･･･

全国介護事業者協議会
介護⼈材政策研究会
⽇本在宅介護協会

全調査回答数：ｎ＝３８８２
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介護現場における物価⾼騰の状況
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23％
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38％
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29％
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11％
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全⽼健・⽼施協・GH協における調査結果

令和2年 令和3年 令和4年 令和2年 令和3年 令和4年 令和2年 令和3年 令和4年

電気代 燃料費ガス代

全国介護事業者協議会・介護⼈材政策研究会・⽇本在宅介護協会
の調査（ｎ＝1277）

電気料⾦の上昇率（増加率）が５１％以上の事業所が16.91％もあった。

全国介護事業者連盟の調査（ｎ＝３３５） 令和４年度の⽔道光熱費が前々年度⽐ 151％、電気代も前々年度⽐
178％となっていた。

介護医療院の調査（ｎ＝３３） 令和５年１⽉の電気代が前年度⽐ 165％、ガス代が136.1％、燃料費も
121％となっていた

（n=1400）

【他団体の物価⾼騰の調査】



賃上げの実施なし
7.4%

ベースアップなし
（定期昇給のみ実施）

59.2%

ベースアップあり
（含む定期昇給）

33.5%
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介護現場における賃上げの状況

【令和５年度】

全⽼健・⽼施協・GH協・介護医療院
における調査結果

【令和５年度の賃上げ率】

調査対象
令和４年賃⾦構造基本統計調査
「介護分野の職員（役職者除く）」の
「所定内給与額（⼿当等なし）」

賃上げ額
（平均） 賃上げ率 ベースアップ額

（平均）
ベースアップ分
（上げ率）

介護現場の職員 236,292円 3,363円 1.42％ 1,271円 0.54％

全⽼健・⽼施協・GH協・介護医療院における調査結果

⽐較：連合「2023春季⽣活闘争第４回回答集計結果」（４⽉13⽇公表） 春闘における賃上げ率：3.69％（300⼈未満で3.39％）

⼀般企業の賃上げラッシュ（賃上げ率）とは乖離している

（ｎ＝１４３３）
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6

⽉収（万円）

（出典）賃⾦構造基本統計調査
※「⽉収」とは、「決まって⽀給する現⾦給与額」に、「年間賞与その他特別給与額」の1/12を⾜した額

6.8万円差

処遇改善加算等の補助が⼊っても、全産業の平均賃⾦とは 6.8万円の差がある
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介護現場における⼈材の流出
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（全⽼健・⽼施協・GH協における調査結果）

【離職者数】
全体で
前年度⽐ 105.2％

正社員で
前年度⽐
107.6％

【異業種への離職者数（正社員）】

正社員全体で
前年度⽐ 128.6％

介護職で
前年度⽐
126.3％

※医療・介護業界以外への離職

介護現場の⼈材不⾜は喫緊の重要課題であり、様々な施策が講じられているものの
昨今の世の中の賃上げムードの状況から介護業界からの⼈材流出に拍⾞がかかっている。

看護師
⽀援相談員
OT・PT
管理栄養⼠
調理員 等

（ｎ＝1400）

「その他」職種
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【⽼健】

（年度）

介護保険施設の経営状況（⾚字施設の割合）
（独⽴⾏政法⼈福祉医療機構 Research Reportのデータを編集※）

・⽼健施設の３割強、特養（従来型）の４割強の施設が⾚字である。
・介護事業所は厳しい経営状況に追い込まれている。
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令和 5 年 10 ⽉ 6 ⽇ 
⾃由⺠主党  

副総裁  ⿇⽣ 太郎   様 
 

公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会 会 ⻑  東 憲太郎 
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会 会 ⻑  ⼤⼭ 知⼦ 

公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会 会 ⻑  河﨑 茂⼦ 
⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会 会 ⻑  橋本 康⼦ 

公益社団法⼈⽇本介護福祉⼠会 会 ⻑  及川ゆりこ 
⼀般社団法⼈⽇本介護⽀援専⾨員協会 会 ⻑  柴⼝ ⾥則 

⼀般社団法⼈⽇本福祉⽤具供給協会 理事⻑  ⼩野⽊孝⼆ 
⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟 理事⻑  ⻫藤 正⾏ 

⾼齢者住まい事業者団体連合会 代表幹事 市原 俊男 
⼀般社団法⼈全国介護事業者協議会 理事⻑  座⼩⽥孝安 

⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会 会 ⻑  森  信介 
全国社会福祉法⼈経営者協議会 会 ⻑  磯  彰格 

（公 印 省 略） 
    

物価⾼騰対策および介護現場で勤務する職員の処遇改善に関する緊急要望 
 
 ⽇頃より介護現場に対し様々な⽀援策を実施していただいておりますことに、深く感謝申し
上げます。 

現在、介護の現場は、光熱⽔費や⾷材料費（給⾷の委託費）の⾼騰の影響から、過去にない
ほどの厳しい経営環境にあり、事業の運営に⽀障を来す事態が⽣じています。 

また、これまで、先⽣⽅には累次の処遇改善に取り組んでいただき、さらには介護事業所と
しても⾃助努⼒による処遇改善にも取り組んできたところですが、公定価格である以上処遇の
改善には限界があります。 

その結果として、介護関係団体が緊急に実施した調査では、令和 5 年度の賃上げ率が 1.42％
と、春闘の賃上げ率 3.58％を⼤きく下回っている状況です。 

またこうした中、介護現場からの離職者が顕著に増加していることがわかりました。特に経
験を有する中堅の⼈材の離職率は 50％近く増加し、他業種への流出も多くみられ、今までにな
い、待ったなしの危機的な状況が⽣じています。 
 つきましては、介護事業所が引き続き、国⺠にとって⽋かすことのできない質の⾼い介護サ
ービス提供を継続することができるよう、以下を緊急要望いたします。 

加えて、介護⼈材を確保し、質の⾼い介護サービスを継続的に提供することができるよう、
来春の介護報酬改定においても適切な対応をお願いいたします。 
 
 

緊急要望事項 
 
現下の危機的な状況を鑑み、令和５年度の緊急経済対策・補正予算において、光熱⽔費、
⾷材費の物価⾼騰へのさらなる対応、および介護現場で勤務する職員の処遇改善を緊急に
お願いしたい。 
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介護現場における賃上げ・
物価高騰・離職者等の状況調査

（速報値）

【調査実施団体】

【 調 査 期 間 】
【 調 査 回 答 数 】
【 調 査 ⽅ 法 】

公益社団法⼈ 全国⽼⼈保健施設協会
公益社団法⼈ 全国⽼⼈福祉施設協議会
公益社団法⼈ ⽇本認知症グループホーム協会
⼀般社団法⼈ ⽇本慢性期医療協会（介護医療院）
⼀般社団法⼈ 全国介護事業者連盟
⾼齢者住まい事業者団体連合会
⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会
⼀般社団法⼈ ⽇本在宅介護協会

令和5年8⽉初旬〜８⽉25⽇
4,726 施設/事業所
共通の調査票を各団体の会員施設/事業所等へ配布(WEB等を活⽤）
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【賃上げの状況】
上期：夏期賞与額 令和４年 令和５年 前年度⽐
⼀⼈当たり賞与 241千円 241千円 100.0％
正社員⼀⼈あたり賞与 281千円 281千円 100.0％

（ｎ＝4,723）

※事業所全体の賞与総額を、事業所全体の賞与⽀給対象者の⼈数で除した額（医師は除く：正社員⼀⼈当たり賞与も同様）
※⼀時⾦は除く

【物価⾼騰の状況】（ｎ＝4,706）
（千円）

前々 年度⽐
142％

前々 年度⽐
104％

前々 年度⽐
125％

・物価⾼騰は続いている
・既に今後の値上げの連絡

が届いているところも
約２割ある

施設/事業所経営が厳しいため、賞与は前年度から全く上がっていない
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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10年未満
713⼈

10年未満
756⼈

10年未満
821⼈

パート等
1083⼈

パート等
1144⼈

パート等
1244⼈

正
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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医療・福祉分野において調査実施以来初めてマイナスとなった。
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【⼈材確保対策の状況】（ｎ＝2,692）

●近年の⼈材不⾜感の中で、⼈材確保の
ために⼈件費を特に多めに捻出したか。

1：多めに捻出した
50.9%

2：特に多めに捻出してはいない
49.1%

0% 25% 50% 75% 100%

●「多めに捻出した」と答えた⽅について、どのように⼈件費を捻出したか。

●今後、更に⼈件費を捻出する必要があるとした場合、どのように捻出するか。



 

令和 5年 10月 19日 
内閣総理大臣 

岸 田  文 雄   殿 
 

公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会 会 ⻑  東 憲太郎 
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会 会 ⻑  大山 知子 

公益社団法⼈日本認知症グループホーム協会 会 ⻑  河﨑 茂子 
一般社団法⼈日本慢性期医療協会 会 ⻑  橋本 康子 
公益社団法⼈日本介護福祉士会 会 ⻑  及川ゆりこ 

一般社団法⼈日本介護⽀援専⾨員協会 会 ⻑  柴⼝ ⾥則 
一般社団法⼈日本福祉⽤具供給協会 理事⻑  ⼩野⽊孝⼆ 
一般社団法⼈全国介護事業者連盟 理事⻑  斉藤 正行 
高齢者住まい事業者団体連合会 代表幹事 市原 俊男 

一般社団法⼈全国介護事業者協議会 理事⻑  座⼩田孝安 
一般社団法⼈日本在宅介護協会 会 ⻑  森  信介 
全国社会福祉法⼈経営者協議会 会 ⻑  磯  彰格 

（公 印 省 略） 
    

物価高騰対策および介護現場で勤務する職員の処遇改善に関する緊急要望 
 
 日頃より介護現場に対し様々な⽀援策を実施していただいておりますことに、深く感謝申し
上げます。 
現在、介護の現場は、光熱水費や食材料費（給食の委託費）の高騰の影響から、過去にない

ほどの厳しい経営環境にあり、事業の運営に⽀障を来す事態が生じています。 
また、これまで、先生方には累次の処遇改善に取り組んでいただき、さらには介護事業所と

しても自助努力による処遇改善にも取り組んできたところですが、公定価格である以上処遇の
改善には限界があります。 
その結果として、介護関係団体が緊急に実施した調査では、令和 5年度の賃上げ率が 1.42％

と、春闘の賃上げ率 3.58％を大きく下回っている状況です。 
またこうした中、介護現場からの離職者が顕著に増加していることがわかりました。特に経

験を有する中堅の⼈材の離職率は 50％近く増加し、他業種への流出も多くみられ、今までにな
い、待ったなしの危機的な状況が生じています。 
 つきましては、介護事業所が引き続き、国民にとって欠かすことのできない質の高い介護サ
ービス提供を継続することができるよう、以下を緊急要望いたします。 
加えて、介護⼈材を確保し、質の高い介護サービスを継続的に提供することができるよう、

来春の介護報酬改定においても適切な対応をお願いいたします。 
 
 

緊急要望事項 
 
現下の危機的な状況を鑑み、令和５年度の緊急経済対策・補正予算において、
光熱水費、食材費の物価高騰へのさらなる対応、および介護現場で勤務する 
職員の処遇改善を緊急にお願いしたい。 
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介護現場における賃上げ・
物価高騰・離職者等の状況調査

（速報値）

【調査実施団体】

【 調 査 期 間 】
【 調 査 回 答 数 】
【 調 査 ⽅ 法 】

公益社団法⼈ 全国⽼⼈保健施設協会
公益社団法⼈ 全国⽼⼈福祉施設協議会
公益社団法⼈ ⽇本認知症グループホーム協会
⼀般社団法⼈ ⽇本慢性期医療協会（介護医療院）
⼀般社団法⼈ 全国介護事業者連盟
⾼齢者住まい事業者団体連合会
⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会
⼀般社団法⼈ ⽇本在宅介護協会

令和5年8⽉初旬〜８⽉25⽇
4,726 施設/事業所
共通の調査票を各団体の会員施設/事業所等へ配布(WEB等を活⽤）
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【賃上げの状況】
上期：夏期賞与額 令和４年 令和５年 前年度⽐
⼀⼈当たり賞与 241千円 241千円 100.0％
正社員⼀⼈あたり賞与 281千円 281千円 100.0％

（ｎ＝4,723）

※事業所全体の賞与総額を、事業所全体の賞与⽀給対象者の⼈数で除した額（医師は除く：正社員⼀⼈当たり賞与も同様）
※⼀時⾦は除く

【物価⾼騰の状況】（ｎ＝4,706）
（千円）

前々 年度⽐
142％

前々 年度⽐
104％

前々 年度⽐
125％

・物価⾼騰は続いている
・既に今後の値上げの連絡

が届いているところも
約２割ある

施設/事業所経営が厳しいため、賞与は前年度から全く上がっていない
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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医療・福祉分野において調査実施以来初めてマイナスとなった。
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【⼈材確保対策の状況】（ｎ＝2,692）

●近年の⼈材不⾜感の中で、⼈材確保の
ために⼈件費を特に多めに捻出したか。

1：多めに捻出した
50.9%

2：特に多めに捻出してはいない
49.1%

0% 25% 50% 75% 100%

●「多めに捻出した」と答えた⽅について、どのように⼈件費を捻出したか。

●今後、更に⼈件費を捻出する必要があるとした場合、どのように捻出するか。

出典：全世代型社会保障構築会議（第1回）・公的価格評価検討委員会（第１回）合同会議（令和3年11⽉9⽇開催）資料、
介護給付費分科会等の直近データ（令和3,4年）を反映。令和５年は令和４年をもとに試算。
福祉医療機構「2022年度保育所・認定こども園の⼈材確保および処遇改善に関する調査結果」（令和5年3⽉）等
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処遇改善施策がなければ
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全産業平均

（参考） 福祉人材の確保と処遇改善
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令和 5 年 10 ⽉ 19 ⽇ 
⾃由⺠主党  

政務調査会⻑  萩⽣⽥ 光⼀   殿 
 

公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会 会 ⻑  東 憲太郎 
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会 会 ⻑  ⼤⼭ 知⼦ 

公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会 会 ⻑  河﨑 茂⼦ 
⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会 会 ⻑  橋本 康⼦ 

公益社団法⼈⽇本介護福祉⼠会 会 ⻑  及川ゆりこ 
⼀般社団法⼈⽇本介護⽀援専⾨員協会 会 ⻑  柴⼝ ⾥則 

⼀般社団法⼈⽇本福祉⽤具供給協会 理事⻑  ⼩野⽊孝⼆ 
⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟 理事⻑  ⻫藤 正⾏ 

⾼齢者住まい事業者団体連合会 代表幹事 市原 俊男 
⼀般社団法⼈全国介護事業者協議会 理事⻑  座⼩⽥孝安 

⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会 会 ⻑  森  信介 
全国社会福祉法⼈経営者協議会 会 ⻑  磯  彰格 

（公 印 省 略） 
    

物価⾼騰対策および介護現場で勤務する職員の処遇改善に関する緊急要望 
 
 ⽇頃より介護現場に対し様々な⽀援策を実施していただいておりますことに、深く感謝申し
上げます。 

現在、介護の現場は、光熱⽔費や⾷材料費（給⾷の委託費）の⾼騰の影響から、過去にない
ほどの厳しい経営環境にあり、事業の運営に⽀障を来す事態が⽣じています。 

また、これまで、先⽣⽅には累次の処遇改善に取り組んでいただき、さらには介護事業所と
しても⾃助努⼒による処遇改善にも取り組んできたところですが、公定価格である以上処遇の
改善には限界があります。 

その結果として、介護関係団体が緊急に実施した調査では、令和 5 年度の賃上げ率が 1.42％
と、春闘の賃上げ率 3.58％を⼤きく下回っている状況です。 

またこうした中、介護現場からの離職者が顕著に増加していることがわかりました。特に経
験を有する中堅の⼈材の離職率は 50％近く増加し、他業種への流出も多くみられ、今までにな
い、待ったなしの危機的な状況が⽣じています。 
 つきましては、介護事業所が引き続き、国⺠にとって⽋かすことのできない質の⾼い介護サ
ービス提供を継続することができるよう、以下を緊急要望いたします。 

加えて、介護⼈材を確保し、質の⾼い介護サービスを継続的に提供することができるよう、
来春の介護報酬改定においても適切な対応をお願いいたします。 
 
 

緊急要望事項 
 
現下の危機的な状況を鑑み、令和５年度の緊急経済対策・補正予算において、光
熱⽔費、⾷材費の物価⾼騰へのさらなる対応、および介護現場で勤務する 
職員の処遇改善を緊急にお願いしたい。 
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介護現場における賃上げ・
物価高騰・離職者等の状況調査

（速報値）

【調査実施団体】

【 調 査 期 間 】
【 調 査 回 答 数 】
【 調 査 ⽅ 法 】

公益社団法⼈ 全国⽼⼈保健施設協会
公益社団法⼈ 全国⽼⼈福祉施設協議会
公益社団法⼈ ⽇本認知症グループホーム協会
⼀般社団法⼈ ⽇本慢性期医療協会（介護医療院）
⼀般社団法⼈ 全国介護事業者連盟
⾼齢者住まい事業者団体連合会
⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会
⼀般社団法⼈ ⽇本在宅介護協会

令和5年8⽉初旬〜８⽉25⽇
4,726 施設/事業所
共通の調査票を各団体の会員施設/事業所等へ配布(WEB等を活⽤）

109
288
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148
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1259

136

408

1290
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ガス代 電気代 給食用材料費

給食委託費

令和３年６⽉ 令和４年６⽉ 令和５年６⽉ 2

介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【賃上げの状況】
上期：夏期賞与額 令和４年 令和５年 前年度⽐
⼀⼈当たり賞与 241千円 241千円 100.0％
正社員⼀⼈あたり賞与 281千円 281千円 100.0％

（ｎ＝4,723）

※事業所全体の賞与総額を、事業所全体の賞与⽀給対象者の⼈数で除した額（医師は除く：正社員⼀⼈当たり賞与も同様）
※⼀時⾦は除く

【物価⾼騰の状況】（ｎ＝4,706）
（千円）

前々 年度⽐
142％

前々 年度⽐
104％

前々 年度⽐
125％

・物価⾼騰は続いている
・既に今後の値上げの連絡

が届いているところも
約２割ある

施設/事業所経営が厳しいため、賞与は前年度から全く上がっていない
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）
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1083⼈
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1144⼈

パート等
1244⼈

正
社
員

正
社
員
以
外

10年以上 10年以上

（⼈）

正社員（10年以上）
前々年度⽐145％

正社員（10年未満）
前々年度⽐115％

正社員以外
前々年度⽐115％
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）

≪介護職≫ ≪介護職以外≫
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10年未満
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10年以上 10年以上10年以上10年以上

10年未満
466⼈

パート等
589⼈

パート等
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10年未満
291⼈

10年以上
前々年度⽐
149％

10年未満
前々年度⽐
116％

パート等
前々年度⽐
115％

前々年度⽐
143％

前々年度⽐
114％

前々年度⽐
113％

正
社
員
以
外

正
社
員
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【離職者の状況】 介護８団体全体（ｎ＝4,726）

【他業種への離職（正社員）】
※介護業界以外

医療・障害
（介護業界以外）

23.4%

製造業等
4.0%

⼩売・⾷品・
サービス業等

12.5%

その他
60.1%

【介護職の離職先（他業種）】

医療・障害
（介護業界以外）

62.6%

製造業等
1.3%

⼩売・⾷品・
サービス業等

8.2%

その他
27.8%

【介護職以外の離職先（他業種）】
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医療・福祉分野において調査実施以来初めてマイナスとなった。



23.2%

6.7%

21.3%

13.9%

2.5%

29.0%

47.5%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

６：利⽤者拡⼤による介護サービス収⼊の増加

５：借り⼊れ

４：現預⾦等の取崩し

３：設備更新等の先送り

２：管理職の給与削減

１：事業の効率化

７：これ以上の捻出は不可能
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15.5%

34.9%

30.6%

18.4%

64.8%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

６：利⽤者拡⼤による介護サービス収⼊の増加

５：借り⼊れ

４：現預⾦等の取崩し

３：設備更新等の先送り

２：管理職の給与削減

１：事業の効率化
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介護現場における賃上げ・物価⾼騰・離職者等の状況（集計：全体）

【⼈材確保対策の状況】（ｎ＝2,692）

●近年の⼈材不⾜感の中で、⼈材確保の
ために⼈件費を特に多めに捻出したか。

1：多めに捻出した
50.9%

2：特に多めに捻出してはいない
49.1%

0% 25% 50% 75% 100%

●「多めに捻出した」と答えた⽅について、どのように⼈件費を捻出したか。

●今後、更に⼈件費を捻出する必要があるとした場合、どのように捻出するか。

出典：全世代型社会保障構築会議（第1回）・公的価格評価検討委員会（第１回）合同会議（令和3年11⽉9⽇開催）資料、
介護給付費分科会等の直近データ（令和3,4年）を反映。令和５年は令和４年をもとに試算。
福祉医療機構「2022年度保育所・認定こども園の⼈材確保および処遇改善に関する調査結果」（令和5年3⽉）等
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介護職員

春闘 3.58％増

4.2万円
6.8万円

37.4

31.9

29.3

職種別平均賃⾦（試算）

8.1万円5.5万円

処遇改善施策がなければ
賃金差はさらに拡大！

全産業平均

（参考） 福祉人材の確保と処遇改善
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